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Ⅰ 計画策定について 

   高知市では，平成 22 年 11 月に外部有識者による高知市入札・契約制度検討委員会か

ら「高知市入札・契約制度基本指針(提言書)」が市長に提出されたことを受け，この提言

をもとに，平成 23 年３月に「高知市入札・契約制度基本方針」（以下「基本方針」とい

う。）及び「推進計画」を策定し，５年間の計画として，これらに基づき，入札・契約制度

の見直しを行ってきた。また，この「推進計画」には，雇用環境の安定や社会貢献度の高

い企業への発注など，本市の公共調達の理念を宣言した「（仮称）高知市公共調達基本条

例」の制定について，盛り込まれており，その後，「高知市公共調達基本条例」が策定さ

れ，平成 24 年４月１日に施行された。 

平成 26 年９月市議会定例会において，議員提案により，高知市公共調達基本条例が一

部改正され，いわゆる公契約条例として，労働報酬下限額の支払義務等を盛り込んだもの

となり，平成 27 年 10 月１日に施行された。 

以降，「基本方針」及び「推進計画」は，平成 28 年 4 月と令和 2 年 4 月の改定を経

て，令和７年 3 月までの本市の公共調達に関する方向性を示してきた。 

   このたび，これまでの入札・契約制度の見直しの成果や新たに検討すべき具体的な項目

を盛り込み，「推進計画」の改定を行うこととした。 

今後は，この「推進計画」に沿って，入札・契約制度の見直しに取り組んでいく。 

 

Ⅱ 計画期間 

 計画期間は 2025（令和７）年度から 2029（令和 11）年度までの５か年とする。 

 

Ⅲ 構 成 

   計画の構成は，基本方針に掲げた「基本目標」を重点目標とした上で，「個別目標」を掲

げ，それぞれの「個別目標」に対して，「現状」，「施策」，「工程」，「主な部署」を説明する

ものとなっている。 
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Ⅳ 個別目標一覧 

 

 

 

(1) 一般競争入札の拡大 

(2) 特命随意契約の適正な運用 

(3) 低入札価格調査制度の対象工事の拡大 

(4) 入札・契約事務の電子化 

(5) 契約情報の公表 

(6) 不正行為の防止 

 

 

 

 

(1) 総合評価落札方式・プロポーザル方式など価格以外の評価による調達の推進 

(2) 業務委託における予定価格及び最低制限価格の適正な設定 

(3) 履行検収体制の充実 

 

 

 

 

 

(1) 地元優先発注と競争性の確保の両立 

(2) 社会的貢献度の高い企業への発注 

(3) 雇用環境安定への具体的施策の実施 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

基本目標   １ 公平・公正で透明性の高い入札・契約制度の確立 

基本目標   ２ 公共調達における社会的価値の実現，品質と適正な履行の確保 

基本目標   ３ 地域経済の活性化と雇用環境の安定の確立 
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Ⅴ 個別目標に対する施策等 

 １ 公平・公正で透明性の高い入札・契約制度の確立 

 

 

 

(1)  一般競争入札の拡大 

 競争性を向上させ，契約手続の透明性の確保と不正行為の排除を図るため，一般競争入札

の対象範囲を拡大する。 

 
 

建設工事（土木一式）    予定価格 500 万円以上 

建設工事（上記以外）    予定価格 130 万円超 

建設コンサルタント業務    予定価格 100 万円以上 

物品購入・業務委託等    一部の契約で実施 

 

 
 

・ 土木一式工事について，地域別の発注件数や業者別の受注状況等の分析・課題整理を行い，

他工種と同様に 130 万円超の調達に一般競争入札を拡大する。 

・ 建設工事の事業者について，ランク別の業者数の偏りの状況を踏まえ，発注標準の見直しを 

検討する。 

・ 建設コンサルタント業務について，50 万円超の調達に一般競争入札を拡大する。 

・ 物品購入・業務委託について，競争性の確保や履行実績の担保等の必要に応じて一般競争

入札を適用する。 

（課題） 

・ 土木一式工事の円滑な施工には，特に地域や地域住民との関係性や実情の把握が重要とな

ることから，一般競争入札の拡大に当たっては入札参加条件の地域要件の設定には慎重な検

討が必要となる。 

 
 

 
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
土木一式工事 
 
 
建設コンサルタント業務 
 
 
発注標準の見直し（随時） 
 
 

 
 

検討 
 
 

検討 
 
 

検討 

 
 

準備 
 
 

準備 

 
 

実施 
 
 

実施 

  

 

 

契約課 （全庁） 

（注）工程内の矢印の線について 

   計画期間内で試行，実施を行う期間 
   すでに十分なレベルまで目的を達成しているが，重要な施策であり今後も引き続き実施する施策 

    計画期間内で準備，検討を行う期間 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

工 程 

主な部署 

基 本 目 標 
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(2)  特命随意契約の適正な運用 

 特命随意契約の適用については，「高知市随意契約ガイドライン」に基づく運用を徹底し，

部局審査会において均一化した審査を行うことにより，適正な運用に努める。また，価格及

び契約方法の的確性に関する検証・見直しを継続的に行い，適正な契約手続の確保に努める。 

 

 
 

特命随意契約の適用については，「高知市随意契約ガイドライン」に沿った運用及び特命随意契

約部局審査会による審査を行うとともに，契約情報の公表を行っている。 

 

 

 

  ・ 特命随意契約の適用については，「高知市随意契約ガイドライン」に基づく庁内での解釈

を統一するなど，適正な事務執行の継続に努める。 

・ 部局間の特命随意契約部局審査会による審査の均一性を保つため，特命随意契約の適用理

由等のモニタリング等の取り組みを継続する。 

・ 随意契約による調達の透明性を確保するため，契約締結後に契約内容や随意契約理由を引

き続きホームページ等で公表する。 

・ 高知市随意契約ガイドラインの改訂を行う。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
高知市随意契約ガイドラインに
沿った運用 
 
 

契約情報の公表 

 
 
高知市随意契約ガイドラインの
見直し 
 

 

 

実施 
 
 
 

実施 
 
 
 

検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

改訂 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

契約課 （全庁） 

 

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 



 
- 5 - 

 

 

 

(3)  低入札価格調査制度の対象工事の拡大 

  ダンピングによる受注排除の実効性を高める観点から，総合評価落札方式により発注する

工事にのみ低入札価格調査制度を導入してきたが，一般競争入札の一部にも拡大することに

より，低価格で適正な施工の工事を確保していく。 

 

 
 

「高知市建設工事低入札価格調査制度実施要領」に基づき，総合評価落札方式により請負契約を

締結しようとする建設工事を対象に制度を運用しているが，令和 3 年度の制度開始以降，事業

者から当該制度による低入札価格調査実施の申し入れがない状況が続いている。 

 

 

 

 

・ 総合評価落札方式の拡大に連動し，低入札価格調査制度の対象工事も拡大する。 

・ 今後の低入札価格調査の実施状況等を踏まえ，一般競争入札への適用拡大を検討する。 

 

（課題） 

・ 低入札価格調査を実施する場合，約 2 週間程度の期間を要することになり，工事の竣工

に影響が出ることも想定されるため，当該制度の対象工事は計画的な発注が求められる。 

 

 

          

  ※ 令和 3 年度の低入札価格調査制度導入以降，低入札価格調査を実施した事業者はないが， 

計画期間における調査実績等を踏まえ，随時，対象拡大を検討する。 

 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 

低入札価格調査制度の対象拡大 
 

 

 

検討※ 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

契約課 技術監理課 工事所管課 

 

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 
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(4)  入札・契約事務の電子化 

透明性の高い入札・契約制度の確立や入札参加者の負担軽減を図るため，入札・契約事務 

の電子化を推進していく。 

 

 
 

・ 建設工事及び建設コンサルタント業務の一般競争入札の全てに電子入札を実施している。 

・ 物品調達については，オープンカウンター方式（ホームページを利用した公開見積競争）を

実施している。 

・ 契約課が直接発注する建設工事，建設コンサルタント業務及び物品調達に係る契約事務及

び契約情報の管理は，契約管理システムにより行っている。 

・ 契約相手方からの希望により電子契約による契約を行っている。 

 
 

・ 一般競争入札の拡大と連動して電子入札の拡大を実施する。  

・ 本市が独自に構築した電子入札システムについて，県が検討している「電子入札システムの

市町村との共同利用」に変更することについて，業者の利便性や本市財政への影響等も考慮の

上，検討する。 

・ オープンカウンター方式については，事業者の認知度や参加率等を検証し，引き続き周知に

取り組んでいく。 

・ 入札・契約情報のホームページへの掲載方法について，見やすさ等の研究を行う。 

・ 電子契約については，事業者に対して利便性の向上や費用負担の軽減等のメリットを継続

的に周知し，利用件数の拡大を図る。 

 

          

 

※ 電子入札の共同利用には，市の契約管理システムや財務会計システムとの連携が不可欠であり， 

システム改修に係る財政面の負担や確実な入札・契約情報管理が確認された後，共同利用への 

移行を進める。 

内    容 令和 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
電子入札システム共同利用 
 
 
 
オープンカウンター方式の周知 
 
 
 
電子契約の利用促進 
 

 
 

検討※ 
  
 
 
 実施 
 
 
 
 実施 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

契約課 
 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

主な部署 

施 策 

工 程 
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(5)  契約情報の公表 

     入札・契約手続における公平性・公正性・透明性の確保のため，契約情報の公表を行う。 

 

 
 

・ 工事契約は，「公共工事の入札及び契約の適正化の推進に関する法律」等に基づき，契約情報

の公表を行っている。 

・ 物品購入，業務委託等は，「高知市入札又は随意契約により締結した契約情報の公表に関する

要綱」に基づき，契約情報の公表を行っている。 

 

 

 

 

・ 法令や要綱に基づき，引き続き契約情報の公表を行う。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

契約情報の公表  

実施 
    

 

 

契約課 （全庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 
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(6)  不正行為の防止 

 入札等における企業間の公平な競争を阻害する談合行為や，建設業法や労働安全衛生法など

関係法令に違反する行為を排除することで．本市の公共調達における公平・公正性の確保を図

る。 

 

 
 

・ 法令等違反行為の内容や関係機関からの処分内容を勘案し，高知市競争入札指名停止措置要

綱に基づく指名停止措置等を行っている。 

・ 総合評価落札方式の評価基準において，過去に指名停止を受けた事業者に対して，評価点を

減ずることで，コンプライアンス確立の動機付けを行っている。 

 

 

 

 

 

・ 法令等違反行為に関しては，高知市競争入札指名停止措置要綱に基づき，適正かつ迅速な指

名停止措置を実施する。 

・ プロポーザル方式においても，総合評価落札方式と同様に法令等違反を行った事業者に対し 

て評価を減ずるべく，「高知市プロポーザル方式契約事務の手引き」（内部運用マニュアル）の 

見直しを行う。 

・ 研修等を活用し，職員に対して談合等防止に関する啓発に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度以降 

 
高知市プロポーザル方式契約事務の
手引きの見直し 
 
 
談合等防止に係る啓発 
 
 

 
 

検討 
準備 
 
 
実施 

 
 

改訂 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

契約課 （全庁） 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

工 程 

主な部署 
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   ２ 公共調達における社会的価値の実現，品質と適正な履行の確保 

 

 

 

(1)  総合評価落札方式・プロポーザル方式など価格以外の評価による調達の推進 

建設工事においては，「価格」と「価格以外の評価」を総合的に評価する落札方式である総 

合評価落札方式による調達を推進し，技術革新や環境配慮，担い手の確保等の社会的ニーズ 

の高まりに対応するため評価項目の追加や見直し等を検討するとともに，建設コンサルタン 

ト業務について，総合評価落札方式を導入する。また．委託業務においては，プロポーザル方 

式の効果的な活用を行うとともに，制度運用について研究していく。 

 
 

・ 原則，請負対象金額が 1 億 5,000 万円以上の建設工事については，「施工計画型」，「企業

評価型」いずれかの総合評価落札方式により受注者を決定している。 

・ 委託業務の多様化に伴い，受注事業者を企画提案内容の評価により選定する方式が増加し

ており，「高知市プロポーザル方式契約事務の手引き」に基づき，発注を行っている。 

 

 

・ 価格以外の評価による調達の推進を図るため，請負対象金額が 1 億円以上の建設工事につ

いて総合評価落札方式を適用する。また，県や他自治体の運用動向を踏まえ，更なる拡大を検

討する。 

・ 総合評価落札方式に係る評価方法については，国・県等の状況を調査・研究し，技術革新や

環境配慮，担い手の確保など社会的ニーズの高まりに対応する事業者を評価するため，適時，

評価項目の追加・見直しを検討する。 

・ 建設コンサルタント業務について，令和６年度から総合評価落札方式を実施する高知県等の 

手法を参考に本市においても導入する。 

・ プロポーザル方式の効果的な活用を行うとともに，引き続き先進的な事例の収集等により，

制度運用についての研究を幅広く行う。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度以降 

 
総合評価落札方式の対象拡大 
 
 

評価項目の追加・見直し（随時） 

 

建設コンサルタント業務への 

総合評価落札方式の適用 

  
 

実施 
 
 

検討 
  

 
検討 
準備 

 
 
 
 
 
 
 
 

実施 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

契約課 技術監理課  工事所管課  

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 
 

主な部署 

工 程 

基 本 目 標 
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(2)  業務委託における予定価格及び最低制限価格の適正な設定 

業務の品質や適正な労働環境等を確保するため，適正な価格での発注に努めるとともに，

過度な価格競争により適正な業務履行に支障があると判断する場合は，最低制限価格の設定

も検討する。 

 

 
 

・ 庁舎等の清掃，浄化槽の保守点検及び清掃，人的警備業務及び貯水槽清掃点検業務におい

ては，最新の労務単価を含めた，共通積算基準を設けるとともに，最低制限価格も積算基準

により予め設定する方式をとっている。 

・ プール浄化装置保守点検では，入札価格の下位５者の平均の８割を最低制限価格とする方

式をとっている。 

 

 

 

・ 共通積算基準を適用する業務については，落札率等を検証し，引き続き予定価格及び最低

制限価格の適正な設定に努める。 

・ 発注部署により，異なる積算基準が混在する「消防設備点検業務」について，公正な発注

及び適正な業務履行を目的とし，共通積算基準を導入する。 

・ 樹木剪定・浚渫等の労務費を主体とする業務委託については，落札率等を検証の上，必要

に応じて最低制限価格の設定を検討する。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度以降 

予定価格等の適正な設定 

 
 

消防設備点検業務の積算基準導入 

 

 
実施 

 
 
 

検討 
 

 
 
 
 
 

準備 

 
 
 
 
 

実施 

 

 

 

 

 

 

 

契約課（全庁）  
 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 
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(3)  履行検収体制の充実 

  建設工事，物品購入・業務委託等ともに要綱，要領に基づき適正な検査事務を行っているが，

物品購入・業務委託等については，契約の締結から履行，検査に至る全過程を通して，適正な管

理，検査が実施できるよう履行検収体制の充実を図る。  

 

 
 

  ・ 建設工事及び建設コンサルタント業務については，「高知市請負工事検査実施要綱」，

「高知市土木・建築設計等委託業務検査要綱」に基づき検査事務を行っている。 

・ 物品購入・業務委託等については，「高知市物品購入及び業務委託等検査事務取扱要領」

に基づき検収・検査事務を行っている。 

 

 

 

・ 建設工事及び建設コンサルタント業務については，「高知市請負工事検査実施要綱」，「高

知市土木・建築設計等委託業務検査要綱」に基づき，引き続き適正な検査事務を行う。 

・ 物品購入・業務委託等については，職員の経験年数等に関わらず，適正な管理，検査がで

きるよう，「高知市物品購入及び業務委託等検査事務取扱要領」の説明，様式を改善すると

ともに，庁内研修等を通して職員の適正な検査事務の理解に繋げる。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 

適正な検査事務の実施 

 

物品購入・業務委託等の検査事
務取扱要領の改善 
 
 

 

実施 

 

検討 

 

 

 

 

 

 

実施 

 

 

 

 

 

 

 

契約課 技術監理課 工事所管課 （全庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 
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   ３ 地域経済の活性化と雇用環境の安定の確立 

 

 
 

(1)  地元優先発注と競争性の確保の両立 

調達においては，市内企業への優先発注を原則とするが，競争性を確保するために市外

企業も含めた調達を行う場合は，本市との契約実績や，地元雇用，市税等の納税状況など，

本市への貢献度を考慮する等，地域経済と雇用環境に配慮した調達に努める。 

 

 

 

本市に本社を置く市内企業への優先発注を原則とし，市内企業のみでは競争性が確保でき

ない場合に，市外企業を含んでの調達を行っている。 

 

 

 

・ 市内企業への優先発注を原則とする。 

・ 地元雇用，市税等の納税など，本市への貢献が認められる者を加えて，競争性を確保す 

る。 

・ 総合評価落札方式やプロポーザル方式においては，市内企業や地域貢献への加点を行う。 

 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
地元優先発注と競争性の確保 
 
 
市内企業や地域貢献への加点 
 
 

 
 

 実施 

  

  実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約課 技術監理課 工事所管課（全庁） 

 

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施  策 

主な部署 

工 程 

基 本 目 標 
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(2)  社会的貢献度の高い企業への発注 

    入札参加資格要件や総合評価落札方式においては，環境，福祉，雇用，地域貢献，担い手 

の育成，女性活躍の支援等の観点で評価を行うとともに，南海トラフ地震など大規模災害の 

発生時の対応に備え，災害時の対応力や災害復旧の実績についても評価を行うなど，社会的 

貢献度の高い企業への発注を推進していく。 

 

 
 

環境，福祉，雇用，地域貢献，担い手の育成，女性活躍の支援，災害協力（協定）の分野で

企業に期待する事項を，総合評価落札方式の評価項目や，工事業者の等級格付の加点要素，

物件等の調達に係る入札参加者の指名基準に取り入れること等により，社会的貢献度の高い

企業への発注に努めている。 

 

 

・ 現行の総合評価落札方式や入札参加資格における社会的貢献度について，引き続き評価を

行うとともに，国や県等の制度も参考に評価基準の拡大に向けた検討を行う。 

・ 建設業界の担い手不足対策の一助として，総合評価落札方式の評価項目として「賃上げを

実施する企業に対する加点」を追加することを検討する。 

・ 女性管理職の割合が高い企業に対する評価項目を追加することを検討する。 

・ 地域振興，地方創生や地域防災に資することを目的に，「本市と包括連携協定を締結する

企業」に対する評価項目を追加することを検討する。 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
社会的貢献度の高い企業の評価 
 
 
 
 

賃上げ実施に係る評価項目追加 

包括連携協定に係る評価項目追加 

女性管理職比率に係る評価項目追加 

 
 

実施 
 
 
 
 
 
 

検討 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 

準備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

試行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施 

 
 

 

 

契約課   

 

 

 

 

 

個 別 目 標 

現  状 

施  策 

主な部署 

工 程 
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(3)  雇用環境安定への具体的施策の実施 

労働者の賃金水準の確保の観点からも，ダンピングの防止に向けて，適正な積算基準に基

づく予定価格の算定や，最低制限価格の見直しを進めていく。また，高知市公共調達条例に

基づき，特定契約制度の運用のモニタリングを継続して行うとともに，建設工事の契約に導

入している労働環境等報告書による確認事項について，物件・業務委託等おいて確認する手

法を検討する。 

 

 
 

・ 高知市公共調達条例に基づき，労働報酬下限額以上の賃金支払いを義務付ける特定契約制

度を実施している。 

・ 一般競争入札による請負対象金額 1,000 万円以上の建設工事において，労働環境等報告

書の提出を求め，労働環境等を確認している。 

 

 

 

・ 特定契約制度及び労働環境等報告書の運用を通じて，雇用環境安定の施策展開を図ってい

く。 

・ 高知市公共調達条例の理念に基づき，特定契約制度の運用状況のモニタリング，社会情勢

や資材単価等の動向，地域における労働環境等に係る情報収集を行い，「高知市公共調達審

議会」での諮問内容を踏まえ，適正な労働報酬下限額を設定する。 

・ 本市における労働者の雇用環境安定を目指し，特定契約制度の適用の拡大を検討・実施す 

る。 

・ 建設工事関連の契約に関して，電子化が予定されている建設業退職金共済制度の動向に注

視し，同制度の適正な運用につなげていく等，雇用環境安定に資する制度を検討する。 

 

 

 

 

          

   
 

内    容 令和７年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度以降 

 
高知市公共調達条例（特定契約
制度）の運用（モニタリング） 

特定契約制度の適用拡大 
 

雇用環境安定に資する制度の検討
（随時） 

 

 
 
  実施 

 
 

検討 
 
 
 検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

実施 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

契約課 （全庁） 

 

個 別 目 標 

現  状 

施 策 

主な部署 

工 程 


